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研究成果の概要（和文）：視覚障害学生に対するインタビュー調査より、外部のボランティア団体による点訳の
貢献が引き続き大きいこと、高額の支援機器の整備状況には大学間の差が大きいこと、大学が提供するポータル
サイトや学習支援ツール等にはアクセシビリティの課題があることなどが明らかになった。また、全国の大学か
らの相談事項の分析から、障害者差別解消法施行後に相談内容の多様化がみられる一方で、学習資料の作成およ
び授業・学習に関する相談が多く、点訳・テキストデータの作成、実験・実習における視覚的情報の伝達、期末
試験の実施等において、各大学が合理的配慮の具体的な方法を模索していると考えられる。

研究成果の概要（英文）：Results of interviews with visually impaired students show that the 
contribution of external volunteer groups for braille translation continues to be large, there is a 
large gap between universities in the maintenance of expensive support equipment. Also, it became 
clear that there are accessibility issues in the portal sites and learning support tools provided by
 universities. According to the analysis of the consultation received from universities nationwide, 
it shows that the consultation contents are diversified after the enforcement of the Act for 
Eliminating Discrimination against Persons with Disabilities. However, the number of consultations 
regarding preparation of learning materials and class or self-study are steadily large, it was found
 that each university is seeking a concrete method of reasonable accommodation in making learning 
materials by braille, text format, providing visual information in experiments and practical 
activities, and conducting term-end exam.

研究分野：特別支援教育、視覚障害教育学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
独立行政法人日本学生支援機構（ＪＡＳＳＯ）の調査によれば、視覚に障害のある学生は年々増加しているもの
の、その人数は、他の障害学生に比して非常に少なく、支援方法のノウハウが蓄積・継承されにくい現状にあ
る。そのため、視覚障害学生が直面する修学上の困りごとを、当事者、大学の支援組織、外部の支援機関等の
様々な立場に焦点化して質的に分析し、具体的な課題を考察し、その解決策を発信することは、学術的・社会的
に有意義であると言える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

2016（平成 28）年 4月に施行された「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障
害者差別解消法）」において、障害者への不当な差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供が義務
ないし努力義務とされたことを受けて、大学等では、障害のある学生の在籍者数が一層増加し、
これまで以上に、障害のある学生の修学支援体制の整備が急務となった。 
視覚障害学生、とりわけ重度の視覚障害学生については、在籍大学において何らかの支援を受
けていることが明らかにされている。しかし、専攻分野の多様化や大学院進学者の増加、視覚障
害以外の障害を併せ有する重複障害者に対する支援などを含め、より質の高い支援を目指した
合理的配慮の内容について検討した研究は少ない。また、視覚障害学生の支援においては、支援
機器や移動環境の整備といったハード面の整備以外に、学外の多くの人や組織がかかわる多機
関連携型の支援が伝統的に行われてきたが、その実態や課題に関する研究も非常に少ない。さら
に、各大学が支援者養成や FD研修等において利用可能な支援技術研修用教材も、ほとんど蓄積
されていない。 
 
２．研究の目的 
本研究では、文献研究及び調査研究を通して上記の内容について詳細な情報収集と分析を行
い、視覚障害学生に対する合理的配慮の概念を具現化した上で、学外の人的リソースとの連携を
含めたより良い支援体制・支援方法等を提案することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 文献研究 
独立行政法人日本学生支援機構が 2005 年度より実施している障害学生支援に関する実態調査
（文献１）、その他視覚障害学生の支援に関する研究資料を基に、全国の大学等における支援の
実態やその変化等について分析した。 
 
(2) インタビュー調査 
視覚障害学生（主に点字または画面読み上げソフトを使用）６名に対して、個別またはフリー
トーク形式のインタビュー調査を実施し、学生生活全般に関する支援事例の収集を行った。 
 
(3) 各大学からの相談内容の分析 
筑波技術大学障害者高等教育研究支援センターに全国の大学から寄せられた相談を内容ごと
に分類し、各大学が抱える課題の内容やその変化等について分析した。 
 
４．研究成果 
(1) 視覚障害学生の修学実態・支援状況等の概要 
図１は、視覚障害学生数の推移を、障害の程度別に示したものである。2019（令和１）年５月
現在、大学、短期大学、高等専門学校で学ぶ視覚障害者は 887 人（盲 171 人、弱視 716 人）であ
った。2005 年以降、特に弱視学生の増加が顕著であり、これには、支援対象の拡大が影響して
いると思われる。 
 

図１ 視覚障害学生数の推移 
※日本学生支援機構（文献１）より作成 
※2007 年度のデータからは「区分不明」89名が除外されているため、実際の合計人数と異なる。 
 



視覚障害学生の受け入れ校数も、調査開始時期に比べると増加傾向にあるが（2019 年度 292
校）、平均すると一つの大学に在籍する視覚障害学生は数名程度であり、他の障害に比べると非
常に少ない割合となっていた。そのため支援ノウハウの維持・継承が一大学では難しく、他機関
との連携や、受け入れ実績の豊富な大学からの助言等が必要不可欠であると言える。 
 
(2) 視覚障害学生に対するインタビュー調査 
視覚障害学生に対するインタビュー調査からは、①点訳については、外部のボランティア 団
体の貢献が引き続き大きい、②点字プリンタ等、高額の支援機器の整備状況には大学間の差が大
きく、苦慮している学生が存在する、③スマートホン等、画面読み上げ技術の進歩により、情報
へのアクセスや発信が容易になった一方で、大学が提供するポータルサイトや学習支援ツール
等にはアクセシビリティの課題が多い、④学生の学びの充実度は、大学による支援コーディネー
ト、授業担当者の理解と協力、日常的な学習支援者（チューター）の存在、支援ソフトや支援機
器の理解者（指導者）の有無等に影響を受けている、等が明らかになった。  
「高校までに見につけておくべき力」については、ICT 活用のスキルや他者とのコミュニケー
ション能力など、全国盲学校長会の調査（文献２）と同様の項目が挙がり、充実した大学生活を
送るための具体的な工夫が多く語られた。 
今回の調査に採用したフリートーク形式の調査では、視覚障害のある学生同士が共感し合っ
たり、情報共有を始めたりといった場面が多く見られた。視覚障害学生の数は非常に少なく、前
述の通り一大学における支援ノウハウの継承は困難であるため、大学を超えた学生支援のネッ
トワーク構築が有効であると推察された。 
 
(3) 視覚障害学生の修学支援に関する相談内容の分析 
視覚・聴覚障害のある学生のために設立された筑波技術大学は、学内の視覚障害学生の教育だ
けでなく、全国の大学等で学ぶ視覚障害学生の支援を行なっている。文部科学省から教育関係共
同利用拠点として認定された障害者高等教育研究支援センターに相談窓口を設置し、障害学生
支援に携わる全国の大学教職員から修学支援に関する相談を受け付けている。障害者差別解消
法の施行前後の変化をみるため、平成 26年度から平成 30 年度までの５年間の期間に着目し、筑
波技術大学に寄せられた相談の内訳について傾向を分析した。相談内容を、受け入れ、入試、学
内啓発、学習資料の作成、授業・学習、障害補償機器、学内バリアフリー、学生生活、就職、そ
の他に分類し、年度ごとの各分類の件数を表 1に示す。 
 

表 1 視覚障害学生の修学支援に関する相談内容と件数 

 H26 H27 H28 H29 H30 合計 

受け入れ 0 5 9 6 9 29 

入試 0 0 8 3 4 15 

学内啓発 0 2 3 2 0 7 

学習資料作成 11 9 6 3 12 41 

授業・学習 4 5 7 11 11 38 

障害補償機器 7 3 2 6 5 23 

学内バリアフリー 0 2 1 3 1 7 

学生生活 3 0 0 0 0 3 

就職 0 0 3 1 4 8 

その他 5 4 2 3 4 18 

合計（件） 30 30 41 38 50 189 

大学数（校） 23 23 27 21 23 117 

 
平成 28 年度は、障害者差別解消法が施行され、障害学生に対する差別の禁止と合理的配慮の
提供が義務化（私立大学では努力義務）された年である。各大学においては障害学生支援に関す
る対応要領の作成、支援体制の構築、学内における周知などが行なわれたが、筑波技術大学への
相談内容にもこの年度を境に変化がみられた。平成 28 年度は「受け入れ」が占める割合が最も
多く、それまでは数年に一度にしか無かった「入試」と「就職」がこの年度から毎年みられるよ
うになった。「学内啓発」もこの年度の前後に一定数みられる。具体的な相談内容は、「受け入れ」
は視覚障害学生を初めて、または、以前の在籍から 10 年以上経って受け入れる大学が、視覚障
害者からの受験相談を受けて、修学支援の概要や留意点について問い合わせるケースが多い。
「入試」については、差別解消法以降は点字ディスプレイを使用した受験方法など、学生に合わ



せて柔軟に検討する傾向がみられる一方、点字受験に係る費用への懸念も聞かれた。「就職」で
は就職活動に関する内容だけでなく、就職活動の準備に向けた資格試験の取得に関わる相談も
多い。 
各分類の 5年間の合計を比較すると、「学習資料の作成」が最も多く、「授業・学習」がその次
に多かった。「学習資料の作成」の内訳は、点訳（点訳ソフト、点字プリンタ、点訳団体等）、テ
キストデータ化、触図等の作成に関する問い合わせが主である。「授業・学習」は実験や実習に
おける視覚的な情報の伝達方法、期末試験の実施方法についての情報が求められる。 
毎年の相談件数の増減は、広報活動や受付体制の変化など年度ごとに異なる要因があるため
一概にはいえないが、増加傾向にある。相談大学の数に大きな変化は無く、それらの大学の中に
は視覚障害学生を継続的に受け入れている大学もあるが新規の大学もみられる。 
 
(4) まとめと今後の課題 
視覚障害学生の支援ニーズとしては、支援機器の整備や学習支援者の配置、授業資料の提供な
ど、以前より必須とされてきた内容が多く挙げられたが、それらの提供方法には、大学による差
が大きいことが明らかになった。一方、多様化する学びの形態への対応方法やウェブアクセシビ
リティの問題など、時代の変化を反映して浮上してきた課題も多く見られた。大学の支援従事者
が直面している課題も様々であり、支援対象が少人数であることを考慮したサポート体制の構
築が重要であることが、改めて確認された。 
今後は、視覚障害学生同士のネットワーク構築とその有効性の検討、多機関連携型支援の具体
的方法の検討、支援ノウハウのスタンダードの共有などを、継続的に行っていく必要があると考
える。 
 
＜引用文献＞ 
1)独立行政法人日本学生支援機構（2005-2019）大学、短期大学及び高等専門学校における障害
のある学生の修学支援に関する実態調査結果報告書．  
2)全国盲学校長会大学進学支援特別委員会(2017)シリーズ 視覚障害者の大学進学 別冊 視覚
障害学生実態調査報告書. 
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